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◎添付書類を含め、Ａ４サイズで統一してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年４月１０日


松江市若者支援対策事業計画書（平成２９年度）
　
　　松江市長　松浦　正敬　様
　　
　提案団体
	団体の住所
	〒690-0061
松江市白潟本町70番地

	団体の名称
	特定非営利活動法人YCスタジオ

	設立年月日
	2004年3月3日
	構成員数
	30人

	代表者の住所
	〒690-0844
松江市東茶町12番地

	代表者の職氏名
	(職名)
	(氏名)
	 eq \o\ac(○,印)

	
	理事長
	　木村悦子
	

	代表者の生年月日
	1948年11月3日

	担当者の職氏名
※前掲の場合、省略
	(職名)
	(氏名)

	
	
	

	連絡先
	℡：0852-25-9592
　　　　　　　　　
FAX：0852-25-9592
E-mail：info@ycs.or.jp

	


※　添付書類
　　☑　定款
　　☑　登記事項証明書
　　☑　団体の年間活動計画書及び年間収支予算書
　　☑　新聞記事、会報等団体の活動内容及び提案事業を理解するために参考となる資料
　　
	事業の名称
	ありのままでOKからもう一つの生き方へ　　様々な生きづらさを抱える若者の居場所づくり事業

	

	○現在の団体の現状（主な活動、支援している青少年の支援状況など）及び事業を提案したきっかけ。

主な活動

様々な困難を抱える（主に）松江市在住の　10代後半から30代の若者に

　①安心していられる居場所を提供し、　②工房活動で自信と希望を取り戻し

　③自分なりの生き方を見つけるところまで　を応援することを目的に、

相談（個人相談・親の会）、家庭訪問、居場所、各種工房、学習教室、仕事体験、中間的な就労、就労支援、当事者研究会、学習会、講演会、 宿泊、交流　等の活動を行っています。

支援している青少年の支援状況など

不登校・高校中退、（長期の）ひきこもり、虐待やいじめの被害者、問題行動、経済的な貧困、家庭問題、

精神障がい・発達障がい等の外から見えにくい障がい（グレーゾーンの障がい）等の様々な困難を抱える青少年に対して、ありのままでOKの居場所を提供して、心の傷が癒され、エネルギーを蓄えて、彼らなりの働き方・生き方に向えるよう多様な支援を行っています。

事業を提案したきっかけ

‘doing＝すること’より前に‘being＝あること‘が保障されることが必要です。

様々な困難を抱える青少年が「自立」していくためには、その基盤として、「あるがままの存在」が受け入れられる「場」こそが大切だということを、この10余間の活動で痛感しました。

公的財政支援が大幅削減されNPOの運営も大変厳しい中、少なくとも居場所だけは存続させなければと考えて、本事業の提案に至りました。

	

	

	１
事業の目的等
	この事業で解決しようとする地域の「青少年に関する課題」

	
	地域課題、目的、解決方法
地域課題

青少年が抱える（実は抱えさせられた）様々な困難の責任は、彼らを取り巻く地域社会にあります。彼らには責任はありません。周囲の偏見、差別、無理解、無視が、まさに、彼らの生存を脅かすまでの様々な困難を、彼らに負わせていると考えます。

すなわち、ここでいう地域課題とは、彼らに負わせている困難を地域社会の責任（社会を構成する私たち大人の責任）と捉えられるかどうかにあります。

目的

様々な偏見・差別等（学校にも行かず、働きもせず、怠けている。脳機能に障害がある。親に問題がある。等々）から社会の周縁に追いやられ孤立し、心に傷を負わせられている彼らを、その負い目から開放し、喜びを持って社会の一員となることができるよう、地域社会に迎え入れることです。

解決方法

まず、私たち大人が自らを省み、上から目線の偏見と差別と憐みと（支援）をなくすこと。

次に、私たちの町の一角に、彼らが”社会の偏見＝社会の障がい”から自由な「安心していられる居場所、ありのままの自分でいられる居場所」を作り出すこと。

就労・就学支援、職業訓練を言う前に、彼らの傷ついた心が癒され、希望を取り戻せるよう、安心していられる居場所と、生きづらさを共有できる仲間と、最低限の生活を可能にする衣食住と職を保障すること。

すなわち、彼らの特性を活かせる緩やかな仕事を準備し、足りない分は社会保障で補えるよう、居場所事業の実践を通じて、彼らを力づけ、彼らと共に、社会に働きかけ、提案し、少しでも青少年や弱者に優しい社会に変えていくことです。

	２　

事業の内容等
	①事業の種別
　☑居場所事業　　□就労支援事業　　□学習支援事業　　□　体験・交流支援事業
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　※複数選択可

	
	②事業の支援対象者（対象者数、主な年代等）

25～30名程度

10代後半から30代全般にわたる様々な困難を抱える青少年（40代前半のひきこもりを含む）

	
	③事業の内容（事業種別ごとにわかりやすく記載してください。また、連携する機関があれば、機関名、内容等）
事業の流れ（YC全体事業の中の居場所の位置づけ）

＊居場所は赤字の部分
[image: image1]
具体的な事業内容

生きているだけでOK！あるがままでOK！　家族のような暖かい居場所

　　　　YCスタジオ事務所の1・２階和室･洋室

月曜日～金曜日　11:00～18:00

　　　　利用者　　10～15名　/日
百年経った坪庭つき町屋作りの古民家で我が家のように落ち着く。

何をしてもしなくてもよい、自由に過ごせる空間、

相談員や少し年上のスタッフが生活上の悩みから趣味・恋愛についても聴いてくれる。

毎日昼食を一緒に作って食べる。入浴、昼寝もok。

緊急時はスタッフが付き添い宿泊も可能

0歳から70歳まで、世代を超えていろんな人が立ち寄り、多様な生き方を自然に学べる。

・おしゃべり、相談　　・食事（昼食）、おやつ

・ゲーム・ギターと歌・料理・パソコン・デザイン・絵画・IT編集
・簡単なものつくり・ビデオ鑑賞・カラオケ

・入浴・シャワー
連携機関

教育、福祉、医療、雇用、司法、人権等専門機関、NPO、経営者団体、中小企業、農漁家、

個人商店等

それぞれのケースにおいて

YCスタジオ→連携機関（専門的な助言・支援・就労先の紹介）

　　　連携機関→YCスタジオ（親の会・居場所・工房活動・中間就労）

松江市教育委員会　　

松江市青少年支援センター　　音楽＆ものつくりスタジオ

　　　　　　松江市教育委員会学校教育課　　松江市発達・教育相談支援センター

　　　　　　松江市障がい福祉課、 松江市生活福祉課

　　　　　　島根県教育庁教育指導課子ども安全支援室

　　　　　　島根県立宍道高校、島根県教育庁特別支援教育課

　　　　　　島根県商工労働部雇用政策課、島根県健康福祉部青少年家庭課

　　　　　　島根県立心と体の相談センター、中央児童相談所

　　　　　　島根県東部若者サポートステーション、ジョブカフェしまね

　　　　　　松江保護観察所、　松江公共職業安定所

　　　　　　島根県社会福祉士会、　島根県臨床心理士会、　岡崎法律事務所

子どもの居場所フリーダス、　るりっく（シングルマザーの会）
すまいりーねっと、NPO法人バリアフリー・シネマ＆ライフ・ネットワーク
NPO法人日本エコビレッジ研究会、　認定NPO法人自然再生センター

NPO法人チャイルドラインしまね、　松江NPO連絡会

松江市社会福祉協議会　松江市くらし相談支援センター、

松江市社会福祉協議会　まつえ障がい者サポートステーション絆

　　　　　　有限会社　ヤギウラ、　個人農家　松浦寿人、

個人商店青山鮮魚店、　個人漁業者　川上富江　　　　　　　　　　

任意団体　Agile　Shimane、　任意団体　島根県中小企業家同友会

	
	④活動計画

	
	2016年　４月

	事業計画の作成、居場所の準備
居場所の開始、連携の依頼

	
	　５月

	スタッフの募集、連携の依頼

居場所の実施、広報活動、利用者への呼びかけ

	
	６月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	７月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	８月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	９月
	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	１０月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	１１月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	１２月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	2017年　１月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	２月

	居場所の実施、他機関実務担当者との連携
広報活動、利用者への呼びかけ、当事者会の開催

	
	３月

	居場所の実施

事業のまとめ

報告書の作成、当事者からの提案

	３
事業の効果
	①この助成を受けることでの支援対象者増の見込み

　ひきこもり等生きづらさを抱える若者　5～10名程度の増加を見込みます。

	
	②この助成を受けることでのネットワークの充実・強化の見通し

この助成金を居場所の家賃や光熱水費等に当てることにより、当法人の原点である「あるがままでOKの居場所」を継続させることができ、他機関の自立支援事業の下支え（基盤）となる「beinng＝存在の場」の役割を安定して担うことが可能になります。

また、居場所を利用する当事者の声を届けることにより、当事者に対する地域の偏見が減少し、当法人事業への理解と協力につながり、正会員、賛助会員、寄付を獲得し、他の民間・ボランティア団体・NPO、専門機関、企業等との連携の内実を深め、青少年支援ネットワークの充実・強化を図ることができると考えます。

	
	③特に自立に向けた支援で創意・工夫する点等
当法人が設立以来大切にしていることは

a）当事者中心

b）あるがままでOKの居場所

c）当事者文化の発信

d）もう一つの生き方、働き方の提案　　の4点です。

自立（律？）の意味についても、経済的に、精神的に、意味するところがそれぞれ違うと思いますので、支援者側の視点を押し付けず、本人にとっての最善を一緒に考えることを、心がけていきたいと思っています。

	
	④地域との連携・協働、地域の支援

過疎高齢化が著しい白潟地区、旧合銀本店ビル等の解体、大橋川改修による移転計画、県道都市計画線による拡幅等も迫り、立ち退きや工事による影響が現実となる中で、地元における事務所の継続にさえ不安があります。

今後は、地域との連携は、双方向支援よりも求められる支援の方が大きくなっていくように感じています。　高齢世帯へのお惣菜の販売・お届け、お買い物のお手伝い、ご近所の見回り、お祭りの出店、町内会のお役等、当法人の若者も日常的な困難を抱えながら、お手伝いできることはやらせていただきます。また、シャッターを開けお惣菜屋や雑貨のお店を営業し続けることや、高齢者と子ども若者の交流サロン、食事の提供等、地元の活性化に寄与しているのではないかと思います。

地域の方には、若者が置かれている状況や困難を理解して受け入れていただき、お惣菜等を買い支えてくださることを期待しています。

	４　
継続性
	助成が終了後の青少年への支援のあり方、展望

（関係機関との関係や、この事業を通じて団体の独自事業に活かしていきたい点等）

	
	関係機関との関係

　助成金が終了しても、関係機関との関係は続きます。

専門機関の担当者の方には、ケースに対するアドバイスや互いに見えている現状の交換など、より密接により具体的に連携していくことをすでに約束をしています。

　民間団体、NPOや市民団体、ボランティア団体には、お互いの厳しい状況を理解しあった上で、支援をお願いし、余力のある方には遠慮なくボランタリーで手伝っていただこうと思います。

　企業との関係は、島根県中小企業家同友会の経営者との方々と共に、就労困難な若者の雇用について、どうすれば可能なのか、勉強しつつ実践していきたいと思います。

独自事業に生かしていきたい点

　より発信力を高め、居場所に集まる当事者の声を、困難を抱える青少年に対する国・県・市の施策や予算に反映させられるようにまとめ提案していきたいと思います。
　



	５
執行体制
	この事業の執行体制（統括責任者、業務ごとの責任者、業務分担など）

	
	統括責任者　　　木村悦子

広報担当　　　　木村光佑、　ITアドバイザー　鶴原隆一

会計担当　　　　大谷怜美
相談・コーディネーター　　木村悦子、津村益美

ボランティアスタッフ　　　橋本理加

苦情対応責任者　木村悦子　　　　　　　　　　　　　　　　



	６

活動実績
	①青少年支援に関するこれまでの活動実績（支援者数、自立先・数等）

	
	居場所利用者数　　2015年度　延　計1,539人、

　2016年度　延　計1,082人
参加者の変化　　
様々な生きづらさを抱える10代後半から40代前半の子ども若者

2015年度から引き続いて関わっている者も含めて15名中、14人が改善。
１名が変化なし或いは後退。

就労・就学者について　就労・就学者実人数　　計　６名

就労者5名中、YCスタジオでの中間就労者3名、外部への就労者2名、就学者１名　

	
	②この事業の実施にあたり、支援を行う青少年等から苦情を受けた場合の対応方法

スタッフ、責任者からなる苦情対応委員会において対応。

　　苦情に対する聞き取り

　　保護者、関係者からの聞き取り

　　苦情対応委員会において対応を検討

　　本人・保護者に説明　

必要な場合は、連携先の弁護士等の助言を受ける。

個人情報保護に配慮する。

	７

補助金所要額及び収支計画
	　別紙「収支計画書」に記載



	８
他の補助金等の活用
	この事業以外に、国、県、市町村、その他の団体から補助金等を受ける予定があれば、その内容（補助機関、事業名称、事業内容、補助額、対象経費等）

	
	実施中の事業
　　①平成28年度子供の未来応援基金事業（平成28年9月～平成29年9月）

　「子ども若者の居場所連携・交流事業  ”アートでコラボ”」

子ども若者の居場所民間ネットワークの立ち上げと子ども若者たち同士のアートを通じた交流、

500万円、賃金・謝金・旅費・消耗品・印刷製本費・通信運搬費等
申請中の事業

　　②平成29年度　独立行政法人福祉医療機構「社会福祉振興助成事業」（内定）
「農と食とアートによる若者の就労支援事業」
700万円、　賃金・謝金・旅費・備品・消耗品・印刷製本費・通信運搬費等

　　③平成29年度　中央共同募金会　「赤い羽根福祉基金」助成
　　　「困難を抱える子ども・若者・女性・高齢者・障がい者等を支援するための“コミュニティーcafé”事業」
500万円、　賃金・謝金・旅費・消耗品・印刷製本費・通信運搬費等

	９　
その他特記事項
	上記以外で、特に説明しておきたい事項
本事業のような、制度の狭間にある、セーフティーネットに関わる分野において、NPO法人が、当事者から利用料を取り、寄付を集め、ボランタリーで行うことが当然なのでしょうか。特に、YCスタジオでは、利用料をほとんど取っておらず（年間1000円）、貧困等に起因する様々な困難を重ねて抱えるケースの受け皿となっています。

質の高いケアを必要する困難事例をサポートする民間団体にこそ、松江市においても必要経費を予算に組んだうえで、委託・助成すべきと考えます。
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収支計画書
	団体の名称
	特定非営利活動法人YCスタジオ

	事業の名称
	ありのままでOKからもう一つの生き方へ　　様々な生きづらさを抱える若者の居場所事業

	事業の実施期間
	　平成２９年４月１日　　～　平成３０年３月３１日

	補助金所要額
	２，０００，０００
	円
	


（１）収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	見 積 額
	内訳（数量、単価等）

	市補助金
	2,000,000
	

	自己資金
	30,776
	会費、寄付等

	
	
	

	合　　計
	2,030,776
	


（２）支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	見 積 額
	内訳（数量、単価等）
	うち市負担額

	人　件　費

	５８３，７７６

	相談員賃金

＠1,000×48時間×12ヶ月×1人＝576,000円
雇用保険料　　

576,000×9.5/1000＝5,472円
労災保険料
576,000×4/1000＝2,304円　　　　　　　　　
	５５３，０００

	賃　借　費
	９６０，０００
	居場所家賃
＠80,000円/月×12ヶ月＝960,000円
	９６０，０００　


	光熱水費
	３００，０００　
	電気代　4～3月　215,000　円

ガス代　4～3月　　35,000　円
上下水道代　4～3月　50,000　円
	３００，０００　


	通　信　費
	　　１３２，０００　
	電話代　　　4～3月　50,000　円
サンインケーブルビジョン4～3月　　40,000円

シーサイドネット　　　　　4～3月　24,000円　

NHK衛生テレビ受信料　6～11月　12,730円
郵送料　4～3月　　5,270円
	１３２，０００　

	消耗品費
	５５，000　
	衛生用品・雑貨等　　25,000　円

事務用品　　　　　　　30,000　円
	５５，０００　

	合　　計
	２，０３０，７７６　
	
	２，０００，０００


※　「区分」欄は、人件費（スタッフ等の賃金）、旅費（交通費）、役務費（郵送料、手数料）、賃借料（備品のリース料）、使用料（施設使用料）、需用費（消耗品費、印刷製本費）、備品購入費、委託費等どのような経費が必要か分かりやすく記載してください。
（別紙）








